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歳 入
268億9,710万円

歳 出
257億2,571万円

地方税
90億3,519万円
（33.6%）

議会費
2億3,039万円
（0.9%）

総務費
28億7,614万円
（11.2%）

衛生費
21億3,667万円
（8.3%）

労働費
2,392万円
（0.1%）農林水産業費

13億1,458万円
（5.1%）

商工費
3億7,033万円
（1.4%）

消防費
10億5,584万円

（4.1%）

教育費
32億5,481万円

（12.7%）

災害復旧費
699万円（0.0%）

公債費
42億4,291万円

（16.5%）

諸支出金
4億5,931万円

（1.8%）

民生費
65億667万円
（25.3%）

地方譲与税等
13億816万円
（4.9%）

○地方譲与税
○利子割交付金
○配当割交付金
○株式等譲渡所得割交付金
○地方消費税交付金
○自動車取得税交付金
○地方特例交付金
○交通安全対策特別交付金

3億2,577万円
3,934万円
3,022万円
2,188万円

6億4,456万円
1億7,387万円
6,010万円
1,240万円

地方交付税
76億6,807万円
（28.5%）

分担金及び負担金
10億9,587万円
（4.1%）

使用料・手数料
 1億7,343万円

（0.6％）

国庫支出金
20億2,182万円

（7.5%）

県支出金
14億5,602万円

（5.4%）

財産収入
4,688万円（0.2%）

繰越金
10億6,096万円

（3.9%）

諸収入
2億5,115万円（0.9%）

※決算額の１万円未満は四捨五入して、表記しています。

地方債 
27億6,250万円
（10.3%）

寄付金
125万円（0.0%）

繰入金
1,580万円（0.1%）

47万円
46万5千円
46万6千円
46万5千円
45万4千円

341億5,500万円
338億3,600万円
338億8,700万円
339億   900万円
330億3,700万円

H15
H16
H17
H18
H19

年度別市債現在高 市民一人当たり現在高
53億3,258万円
32億5,380万円
36億6,630万円
36億3,560万円
27億6,250万円

年度別市債発行額

土木費
32億4,715万円

（12.6%）

歳　入歳　出

総合計画施策体系別にみた主な歳出

年度別市債の状況

主な歳入の年度別推移

年度別歳出額の推移

　歳入総額は、18年度と比較し9億8,000万円あまり減の268
億9,710万円となりました。
　歳入の主な柱であります地方税については、国税から地方税
への税源移譲等にともない10億円あまり増となっています。地
方交付税については3,200万円の減、市債については9億円の減
となっています。

　歳出総額は、前年比１億900万円あまり減の257億
2,571万円となり、４年続けての減となりました。
　主な増減については、住民検診・妊婦検診等の委託料の
増で衛生費3,200万円増、教育施設（源小・百田小）の完了
により教育費7億3,200万円の減となっています。
　公債費については、2,000万円の減となりました。

【情報と連携の都市づくり】
●地域防災拠点整備事業
●防災対策事業
●地域集会施設整備等助成事業

防災拠点となる消防庁舎及び防災センターの建設
防災資機材整備・防災訓練・ハザードマップの作成など
市内各区の集会施設建設等へ補助 

1億6,290万円
2,005万円
1,351万円

【にぎわいと活力あふれる都市づくり】
●有害鳥獣等対策事業
●新山村振興事業
●観光振興事業 

鳥獣害対策として、防止柵・電気柵設置の補助など
遊休農地を利用した滞在型市民農園の整備など
観光イベントの開催、観光パンフレットの作成など

1,517万円
4,527万円
3,341万円

【うるおいと利便性のある都市づくり】
●都市計画立案事業
●市単独道路新設改良事業
●花壇・生垣推進事業

景観計画の策定及び緑の基本計画の実施
地元要望に基づいた生活道路の整備
美しい町並みを形成する花壇と生垣整備への補助

1,003万円
2億8,130万円

184万円

【快適で心のかよいあう都市づくり】
●健康福祉センター（仮称）建設事業
●放課後児童健全育成事業
●生活保護費支給事業

健康や福祉サービスの中枢をなす健康センターの建設
市内17カ所の放課後児童クラブの運営
生活扶助・教育扶助・医療扶助など

2,429万円
5,005万円

2億6,400万円

【個性と文化を育む都市づくり】
●小学校施設整備事業
●国内姉妹都市交流事業
●埋蔵文化財調査事業

大明、白根飯野、小笠原小学校など
国内姉妹都市（穴水町［石川県］ほか）との交流
埋蔵文化財の調査及び保存と活用整備など

3億4,950万円
388万円
1,832万円

地方交付税

市税

市債

国庫支出金

250億

260億

270億

280億

290億

H15 H16 H17 H18 H19

289億
354万円

277億
1,703万円

▲4.1％
（前年比）

▲3.1％ ▲0.2％

▲4.1％

268億
6,201万円

268億
1,756万円

257億
2,571万円

0

20億

40億

60億

80億

100億
80億3,294万円

73億2,011万円

53億4,698万円

24億6,222万円 26億9,152万円
20億9,375万円 18億3,348万円

32億5,380万円
36億6,630万円 36億6,560万円

74億2018万円
78億6,722万円 77億75万円

79億2,327万円 79億2,243万円 79億4,702万円
90億3,519万円

76億6,807万円

27億6,250万円

20億2,182万円

H15 H16 H17 H18 H19
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国民健康保険

老人保健

介護保険

居宅介護予防事業

下水道事業

芦安農業集落排水事業

温泉給湯事業

山梨県北岳山荘管理事業

白根簡易水道事業

芦安簡易水道事業

芦安恩賜県有財産保護財産区管理会

中尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会

高尾山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会

城山外一字恩賜県有財産保護財産区管理会

雨鳴山恩賜県有財産保護財産区管理会

土地取得造成事業

68億9,098万8,735円

54億4,681万1,247円

39億3,928万8,160円

1,203万8,068円

31億5,998万5,615円

2,002万13円

369万4,144円

7,804万9,216円

2,467万6,450円

6,968万6,404円

438万3,288円

660万1,635円

760万8,537円

119万7,114円

69万8,669円

5億5,333万333円

268億9,709万6,262円 257億2,570万5,871円

66億8,828万346円

52億4,281万1,599円

38億8,013万5,999円

872万9,182円

31億3,730万8,853円

1,924万6,218円

290万7,197円

7,717万3,476円

2,240万7,112円

6,501万8,050円

68万4,881円

33万2,659円

284万3,412円

29万9,406円

14万6,818円

5億261万8,629円

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

14億2,513万2,131円

ｰ

2億5,590万2,576円

ｰ

2,718万5,435円

ｰ

0

ｰ

ｰ

11億6,920万3,960円

ｰ

7億43万9,042円

ｰ

2,497万7,228円

ｰ

728万4,910円

企業会計

平成19年度末 南アルプス市 基金一覧表（土地分含む）

特別会計

一般会計

水道事業

自動車運送事業

会  計  名
歳　入 歳　出

決  算  額

財政調整基金

減債基金

公共施設整備等事業基金

地域振興基金

地域福祉基金

慈恵寮福祉基金

介護保険給付費支払準備基金

土地開発基金

春仙美術資料取得基金

現金分

貸付金

土地保有分

土地保有分(土地価格）

現金分

物品分

現金分

貸付金

23億9,211万3,413円

9億7,146万7,033円

5億8,968万3,303円

1億8,781万1,000円

11万9,793㎡

10億2,721万2,405円

6億9,541万2,760円

21億67万7,595円

10億1,542万3,185円

344万195円

271万円

19万8,000円

10万3,000円

基 金 区 分 決算年度末現在高
国民健康保険財政調整基金

白根簡易水道事業基金

芦安簡易水道事業基金 

下水道事業整備基金 

消防本部庁舎建設基金 

温泉給湯事業財政調整基金 

山梨県北岳山荘財政調整基金 

中山間ふるさと・水と土保全対策基金 

甲西工業団地施設整備等事業基金 

芦安農業集落排水事業特別会計財政調整基金

小林愛則育英奨学基金

農業振興資金貸付基金

3億4,138万9,331円

1,245万4,000円

734万3.390円

4,160万6,000円

1億2,230万2,000円

2,857万8,000円

2,654万円

1,363万6,318円

3,401万1,446円

2,266万2,387円

2,712万9,000円

338万9,945円

2,452万3,225円

Minami Alps-City

【年度別財政指標の状況】

財政力指数

経常収支比率

実質公債費比率

0.521

84.7

-

0.558

84.0

H15 H16

議会費

市
議
会
の

運
営
に

労働費

労
働
者
の

福
祉
向
上
に

消防費

平成19年度 会計別歳入歳出決算総括表

※企業会計の収益的収入・支出、資本的収入・支出には消費税を含む。

Minami Alps
-City

財
政
健
全
化
法
に
よ
る
財
政
指
標
の
公
表

財
政
健
全
化
法
に
よ
る
財
政
指
標
の
公
表

　

昨
年
6
月
に
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）が

公
布
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
法
律
で
は
、自
治
体
の
財
政
運
営
の
健
全
具
合
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
の
健
全
化
判
断

比
率
の
算
定
と
情
報
開
示
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

健
全
化
判
断
比
率
で
は
、財
政
運
営
の
危
険
を
示
す『
早
期
健
全
化
基
準
』と
財
政
破
た
ん

状
態
と
な
る『
財
政
再
生
基
準
』が
設
け
ら
れ
て
お
り
、基
準
を
超
え
る
と
国
の
管
理
の
も
と
、

行
財
政
の
運
営
を
行
う
こ
と
に
な
り
、運
営
が
制
限
さ
れ
ま
す
。

　19年度決算に基づく算定において、全ての比率が財政健全化法での基準を
下回っています。
　しかし、この法律は、健全財政を確保するための一つの方法にすぎません。
　自治体の財政状況は様々な要因により変化していくことから、今後も、この
法律を含めたあらゆる方法により健全財政の推進に努めていくことが必要と
なります。

※1　実質赤字比率、連結実質赤字比率および資金不足比率は、黒字の場合は、「－」にて示されます。
参考として、括弧内には、黒字額の比率を示しました。

※２　特定の目的のために、一般会計とは別に設置している会計。国民健康保険特別会計、下水道事
業特別会計など

【南アルプス市の数値】

【健全化判断比率】

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

財政運営は
健全である

早期（経営）健全化基準 財政再生基準

『早期（経営）健全化団体』
○自主的な改善努力による
　財政健全化が義務付けられる。

○国などの関与による確実な
　財政再生が義務付けられる。

『財政再生団体』

財政運営が
悪化している自治体の財政運営

－    （5.98％）

－  （24.36％）

16.7％   

94.3％   

－  

12.59 ％

17.59 ％

25.0 ％

350.0 ％

20.0 ％

20.00 ％

40.00 ％

35.0   ％

区　分 算定数値 早期（経営）
健全化基準

財政再生
基準

財政規模に対する赤字額の比率により、市の財政が
黒字か赤字かを判断します。

特別会計（※2）を含めた赤字額の比率により、市の財
政が黒字か赤字かを判断します。

財政規模に対する元利償金等の比率により、借金の
返済に使われている財政負担の程度を示します。

財政規模に対する実質的な負債総額の比率により、
市の財政の将来的な財政負担の程度を示します。

公営企業の事業規模に対する資金の不足額の比率に
より、公営企業の会計が黒字か赤字かを判断します。

・計画に基づく一定期間内での
　財政の健全化が必要。
・外部監査の要求や計画進行状
　況の公表などの義務。
・早期の健全化が困難な場合は、
　国などの関与を受ける。

・計画に基づく一定期間内での財政の
　再生が必要。
・借金の借り入れが制限される。＝道路
　や学校施設などの整備ができなくなる。
・市民負担の増や行政サービスの特別
　な見直しが必要。
・予算変更などの重要な事項について、
　国などの関与を受ける。

比率の
算 定

破たん

 ※1

 ※1

南アルプス�




